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第1回目受講者の状況①
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第1回目受講者の状況②

第1回目受講者の所属組織・機関の状況
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約3倍の倍率
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初年度であるが、第1号につい
ては定員の約3倍の申込を頂いて

いる。別に示すように、職場適応
援助者の要件以外に、就労支援
のスキルアップ研修として受講希
望する人の割合も高い。

学校教育関係者の申込も1割

程度ある。

第2号については、今後、申込

者が徐々に増えていくことが予想
される。



受講の目的
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第1号職場適応援助者助成金の下での稼動予定について聞いたところ、申込
者のうち稼動予定がある者は50%程度であり、しかも確定している者はさらに
少なかった。45000円の有料でスキルアップ研修として受講を希望している人

が割合が高いことが分かる。
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JC-NETジョブコーチセミナー
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熊 本
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JC-NETジョブコーチセミナーは、職場適応援助者助成金の要件とは関係ないが、平成18
年度も全国で基礎819人、実践342人が受講した。福祉、教育、企業などにおいて、就労支

援に関する実践的な研修ニーズの高さは伺われる。昨年度位から、基礎講座に対する

ニーズがやや低下し、その分、実践セミナーへのニーズが高まっている。
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地方セミナーの蓄積
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JC-NETウェブ

◆朝日新聞厚生文化
事業団と協働事業で
ウェブを運営。

◆ジョブコーチに関する
情報発信とネットワーク
の構築・維持を狙いと
する。

◆ウェブ会員２５０人。
年額6000円。

◆月に実数で5000人以
上のアクセスがある。

◆週に平均して３～４
回の更新を行っている。



人材養成について

• 数値目標は大切であるが、それを支える「就労支援」と
のバランスを大切にしたい。現状は、量の達成は極め
て順調であり、就労の「質」及び「継続」のための「就労
支援」が足りていない。

• 知的障害者、精神障害者の就労には、地域に就労支
援機関が必要。障害者就業・生活支援センターの増強、
市町村独自の就労支援の発展に期待したい。

• 生活支援と就労支援は一体であるが、専門性は異な
る部分が多い。地域版・障害者職業センター、地域版・
障害者職業カウンセラーの機能が障害者就業・生活
支援センターに求められる。就労支援ワーカーの役割
と専門性をより明確にすることが必要。



地域の就労支援担当者に
求められる専門性

障害のある人の
アセスメント

職場の
アセスメント

就労相談
支援計画の作成

企業文化の理解
企業との調整

働く障害のある人の
リクルート
人材供給

労働行政との連携
障害者雇用制度の

活用

福祉施設・医療・
学校との

連携

狭義のジョブコーチ
のスーパーバイズ

フォローアップの
計画と実行

ここで言う「地域の就労支援担当者」とは、
障害者就業・生活支援センター、就労移行支援事業、
地方自治体の就労支援事業、その他を含む。仕事を教える

技術

ナチュラルサポート
の形成



地域の就労支援担当者

• これからは、一定の専門性を身に付けた「地域の就労
支援担当者」の養成が重要である。「狭義のジョブコー
チ」は協力機関型ジョブコーチの時代をもって、既に一
定の役割を終えており、第1号職場適応援助者は、地
域の就労支援担当者への入門ステップとして考えたい。

• 現場の視点で考えると、就労移行支援事業、第1号職
場適応援助者、障害者就業・生活支援センター、地方
自治体就労支援事業の各スタッフに求められる専門
性は共通している部分が多い。

• どこかのタイミングで、何らかの整理は必要と思われ
るが、労働、福祉、国、地方、の仕組みとの関連は複
雑である。
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